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㈱帝国データバンクが実施した「事業継続計画
（BCP）に対する企業の意識調査（2022）」によれば、
企業がBCPを策定している割合は、大企業が33.7％
（前年比1.7ポイント増）、中小企業が14.7％（同横ば
い）。大企業のBCP策定率は年々上昇しているが、中
小企業のそれは低位にとどまっていることが分かる。
また、同調査において、中小企業がBCPを策定して
いない理由を見ると、「策定に必要なスキル・ノウハウ
がない」が42.4％と最も高かった。次いで「策定する
人材を確保できない」（30.4％）、「書類作りで終わっ
てしまい、実践的に使える計画にすることが難しい」
（25.5％）となっており、中小企業にとってBCPの敷居
の高さが窺える。

さらに、人材を確保できない、時間を確保できない
に加え、2割以上の中小企業が「必要性を感じない」と
回答し、BCPに対する優先度が高くないことが分かる。
しかし、大企業に比べて人員・資金力に余裕のない

中小企業だからこそ、平時からの備えが重要であり、
有事の際に早急に復旧できるよう、最低限の準備が
必要不可欠である。また、近年はサプライチェーン全
体で災害への備えを充実させることが求められており、
中小企業にとってBCPの策定は、単なる災害対策に
とどまらず、経営戦略上でもその重要性を増している。

「事業継続力強化計画認定制度」とは
BCPは、災害やリスクに直面した際に、速やかに事
業継続を図るために必要な計画であるが、中小企業
にとって、その策定はハードルが高く、なかなか普及し
ていない。
そこで、経済産業省と中小企業庁は、中小企業の

自然災害等に対する事前対策（防災・減災対策）を促
進するため、「中小企業の事業活動の継続に資する
ための中小企業等経営強化法等の一部を改正する
法律（中小企業強靱化法）」を2019年7月16日より
施行した。この、中小企業強靱化法において、防災・
減災に取り組む中小企業がその取組内容を取りまと
めた計画（以下、事業継続力強化計画）を国が認定す
る制度を創設した。この新しい認定制度は、中小企業
が指定様式を使って直接国に申請し、経済産業大臣
が直接認定するスキームになっている。
事業継続力強化計画の内容は、主に中小企業・小
規模企業向けの防災・減災の事前対策計画である。
BCPは特定の書式は無いが、事業継続力強化計画
では、BCP策定にも共通する重要な要素は組み込ま
れた様式が用意されている。
さらに、事業継続力強化計画認定制度には、次の

ような経済的なメリットがある。
・日本政策金融公庫による低利融資
・信用保証額の拡大
・防災・減災設備の税制措置
・ものづくり補助金等、助成金の優遇措置
事業継続力強化計画は、中小企業でも取り組みや

すいように考えられた「BCPへの入門編」と位置付け
られる。

主席研究員
間藤 雅夫

はじめに
頻発する地震、洪水等の自然災害や新型コロナウ

イルス感染症による影響は、企業・組織の事業継続に
とって大きな問題となっており、リスク管理や事業継
続計画（以下BCP）の重要性が高まっている。
しかし、帝国データバンクが実施した意識調査（後
掲）によると、スキル・ノウハウ、人材の不足などから、
中小企業のBCP策定率は低く、中小企業にとっては
BCPの内容が複雑でハードルが高いことが窺える。
こうした状況から、国は事業継続力強化計画認定
制度を創設した。また自治体でも最低限の項目に絞り
込んだ「簡易版BCP」作成ツールを提供するなど、中
小企業に対し、万一のリスク発生時に速やかに事業
活動を継続できる計画策定の支援に乗り出している。
本稿では、国の事業継続力強化計画及び埼玉県

が提供するBCP策定ツール（簡易版BCP）を紹介し、
1社でも多くの中小企業が、これらを活用することで
事業継続への意識を高めることを期待したい。

BCPで対策すべきリスクの広がり
BCPの登場は、1970年代でコンピュータシステム
分野の対策が中心だった。日本でBCPが認識された
のは、2001年9月のアメリカ同時多発テロの際、メリ
ルリンチ社がBCPに従って、バックオフィスを活用し
事業の中断を最小限に抑えたことから注目された。
さらに日本でBCPに関心が高まった大きなきっかけ
は、2011年の東日本大震災である。多くの企業が事
業の中断や倒産を余儀なくされ、それ以降、BCPは
地震に焦点を当てて取り組まれていった。その後、
2018年の西日本豪雨、2019年の台風上陸など、異
常気象による水害や大規模停電は企業に大きな被

事業継続力強化計画の策定の5つのSTEP
独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小機構）

が運営する「強靱化支援」ポータルサイトには、事業
継続力強化計画の作成のための様々な支援策、ツー
ルが用意されている。そのうち、「事業継続力強化計
画単独型策定の手引きの解説書」は、事業継続力強
化計画の策定について、5つのSTEPで策定手順を
わかりやすく説明している。
●STEP１　事業継続力強化計画の目的の検討
従業員、顧客、地域等全てのステークホルダーへ

の影響を考えて「何のためにこの取り組みを行うの
か」を明らかにする。
●STEP2　災害等のリスク確認・認識　
まずは、リスクを知るところから始まる。災害が起き
た場合、発生すると想定される事象と自社が抱える脆
弱性、そしてその影響を確認・認識する。
●STEP3　初動対応の検討
災害の被害を最小限に抑えられるかどうかは、初
動対応にかかっている。まず何よりも大切なのは人命
であり、従業員の避難方法、安否確認方法、緊急時の
体制と指揮命令系統を構築する。
●STEP4　ヒト、モノ、カネ、情報への対応
STEP2で検討したリスクに対して、どのような対策

が効果的かを検討する。最初に考えなければいけな
いことは、「自社にとって重要な業務は何か」とそれが
停止するのは「どの様な災害が発生した場合か」であ
る。これが事業継続力強化の最重要ポイントと言える。
●STEP5　平時の推進体制
事業継続力強化計画を本当に実効性のあるものに

するためには、日ごろから繰り返し取り組むことが大事
である。計画策定では、①推進体制の構築、②訓練・
教育の実施、③計画の見直しの3点を平時の取り組
みとして検討する。
同解説書では、5つのSTEPに沿って進めば、決し

て難しくはないとしている。さらに、最終章で事業継続
力強化計画策定にあたり、必ず記載すべきことやミス
しやすい部分を取り上げて説明している。
　

まず、埼玉県が提供するBCP策定簡易
フォーマットをやってみる
BCP策定が進まない中小企業に対して、多くの自
治体がBCP策定に関するガイドラインや簡易型BCP
策定フォーマットを独自に作成・公開している。特徴は、
事業継続力強化計画よりも簡素化された内容で、A3
サイズの用紙1枚に記入または入力するだけであるこ
と（埼玉県のフォーマットは以下の1st stepで紹介）。
事業継続力強化計画の手引きの解説書を見て、策定
に躊躇する中小企業は、まず自治体が提供する簡易
フォーマットに挑戦してほしい。
埼玉県では、令和3年度の「強い経済の構築に向

けた埼玉県戦略会議」において、強い埼玉県経済を
作るための9項目の中に「業務継続計画策定支援」
を明記しており、埼玉県の公式ホームページで、BCP
に関する最新情報を随時更新するとともに、BCPの
作成を目指す中小企業のために、以下のような、企業
の実情に応じた段階的な支援策を提供している。

●まずは自己チェック
現時点で自社が、どれくらいリスクに対して備えが
出来ているのかを知るために、中小企業庁のサイト
（BCP取組状況チェック）で自己チェックをする。

●1st step：BCP作成の簡易フォーマットの作成
このフォーマットは、元 『々彩の国「新しい生活様
式」安心宣言』を作成した企業が、簡単にBCPの策
定ができるように、「彩の国しごと継続計画」として作
られた。フォーマットは下記のとおりA3サイズの用紙1
枚であるが、感染症対策も網羅されており、平時の備
えと災害発生時の対策をコンパクトにまとめることが
出来る。業種別の記載例も掲載してあり、これから
BCPに取り組む企業、BCPに人員を割くことが難しい
中小企業でも始めやすいものとなっている。事業継続
力強化計画の作成がやや面倒と考える企業は、この
フォーマットに取り組み、BCPの全体像や検討すべき
ことを確認することをお勧めしたい。
●2nd step：事業継続力強化計画の策定
事業継続力強化計画は前述の通り、「BCPの入門
編」の位置づけにある。しかし、「事業継続力強化計
画単独型策定の手引きの解説書」などが用意されて
いるものの、計画づくりに不慣れな中小企業は、自社
だけで作成するのは難しいと感じるかもしれない。そ

のような企業に対して、埼玉県では埼玉県産業振興
公社と連携して、BCPアドバイザーを無償で派遣し、
専門家と一緒に策定する支援を行っている。
●3rd step：事業継続計画（BCP）策定
本格的なBCP策定を目指す埼玉県内の中小企業

に対して、埼玉県は埼玉県産業振興公社を通じ、①
BCP導入支援（専門家派遣）、②BCPフォローアップ
支援（既存のBCPの見直し支援）を行っている。
このように埼玉県では、企業のBCP策定の取り組
みレベルによって様々な支援を行っている。自社のみ
での対応が難しい場合は専門家と一緒に策定に取り
組むなど、埼玉県の支援策の活用を考えてはいかが
だろうか。

おわりに
中小企業庁の言を借りれば、「中小企業のBCP」

の真髄は、まずは身の丈にあった実現可能なBCPを
策定し、そして、それに改善を積み重ね、平常時から
突発的な緊急事態への対応力を鍛えていくことで

ある。
BCPは、標準的

なマニュアルどお
りの計画を策定す
れば良いというも
のではなく、各社
の実態にあわせて
より実践的な内容
が望ましい。業種・
規模に関わらず、
それぞれの事業実
態に合わせたオリ
ジナルなBCPを、
経営者自らが率先
し、従業員等と一
丸となって検討・
策定し、実践する
ことが大事である。

害を及ぼすようになり、BCPの対象は地震だけでなく、
水害などの自然災害にも目が向けられた。2015年1
月に報告された1980年から2014年までの世界の自
然災害で最も経済損失が大きかったのは、東日本大
震災でその被害額は2兆1,000億ドル（被災時レート
換算）に上る。また、1985年から2015年の被害総額
を2014年の人口で割った額を各国別に算出すると、
日本は3,385ドル、１ドル＝140円で換算すると1人当
たり47万円となり、自然災害の経済への影響の大き
さがわかる。
そして今、新型コロナウイルス感染症の拡大に対す

るリスクに直面している。感染症対策のBCPは、自然
災害対策とは違い、社屋や設備機器などへの直接的
な被害は想定されないが、時短営業や休業要請、テレ
ワークなど勤務体制の変更、加えて従業者や来訪者
への感染予防対策など、感染拡大に伴う社会全体の
要請への対応が必要となる。2020年以降、こうした
感染症に対するBCPの重要性が高まっている。

進まない中小企業のBCP策定
BCPは、企業にとって必要な災害対策であるが、中
小企業のBCP策定率はまだまだ低い。

中小企業は、
今こそＢＣＰの策定を

●BCP策定率の推移

資料：㈱帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査2022年」

●各国の1人当たりの自然災害被害額（1985-2015年合算値）

資料：中小企業基盤整備機構「事業継続力強化企画単独型策定の手引きの解説書」

(ドル/人)

イ
ン
ド

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

韓
国

中
国

ト
ル
コ

イ
ギ
リ
ス

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

タ
イ

ス
イ
ス

ア
メ
リ
カ

日
本

ニュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

61113242302333345580625674692
1,004

2,336

3,385

5,912

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

●事業継続計画（BCP）を策定しない理由（中小企業）

資料：㈱帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査2022年」

0 10 20 30 40 50
（%）

その他

策定に際してコンサルティング企業等の
相談窓口が分からない

策定に際して公的機関の相談窓口が分からない

ガイドライン等に自組織の業種に即した例示が無い

策定する費用を確保できない

リスクの具体的な想定が難しい

必要性を感じない

自社のみで策定しても効果が期待できない

策定する時間を確保できない

書類づくりで終わってしまい、実践的に
使える計画にすることが難しい

策定する人材を確保できない

策定に必要なスキル・ノウハウがない

3.7

2.4

2.9

5.4

12.9

16.7

21.6

24.6

25.2

25.5

30.4

42.4 

中小企業大企業（％）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

2022202120202019201820172016

33.7
32.030.8

29.2
26.726.427.5

14.714.713.6
11.511.711.112.3

（年）



地域研究レポート①

埼玉りそな経済情報2022.10埼玉りそな経済情報2022.105 6

㈱帝国データバンクが実施した「事業継続計画
（BCP）に対する企業の意識調査（2022）」によれば、
企業がBCPを策定している割合は、大企業が33.7％
（前年比1.7ポイント増）、中小企業が14.7％（同横ば
い）。大企業のBCP策定率は年々上昇しているが、中
小企業のそれは低位にとどまっていることが分かる。
また、同調査において、中小企業がBCPを策定して
いない理由を見ると、「策定に必要なスキル・ノウハウ
がない」が42.4％と最も高かった。次いで「策定する
人材を確保できない」（30.4％）、「書類作りで終わっ
てしまい、実践的に使える計画にすることが難しい」
（25.5％）となっており、中小企業にとってBCPの敷居
の高さが窺える。

さらに、人材を確保できない、時間を確保できない
に加え、2割以上の中小企業が「必要性を感じない」と
回答し、BCPに対する優先度が高くないことが分かる。
しかし、大企業に比べて人員・資金力に余裕のない

中小企業だからこそ、平時からの備えが重要であり、
有事の際に早急に復旧できるよう、最低限の準備が
必要不可欠である。また、近年はサプライチェーン全
体で災害への備えを充実させることが求められており、
中小企業にとってBCPの策定は、単なる災害対策に
とどまらず、経営戦略上でもその重要性を増している。

「事業継続力強化計画認定制度」とは
BCPは、災害やリスクに直面した際に、速やかに事
業継続を図るために必要な計画であるが、中小企業
にとって、その策定はハードルが高く、なかなか普及し
ていない。
そこで、経済産業省と中小企業庁は、中小企業の

自然災害等に対する事前対策（防災・減災対策）を促
進するため、「中小企業の事業活動の継続に資する
ための中小企業等経営強化法等の一部を改正する
法律（中小企業強靱化法）」を2019年7月16日より
施行した。この、中小企業強靱化法において、防災・
減災に取り組む中小企業がその取組内容を取りまと
めた計画（以下、事業継続力強化計画）を国が認定す
る制度を創設した。この新しい認定制度は、中小企業
が指定様式を使って直接国に申請し、経済産業大臣
が直接認定するスキームになっている。
事業継続力強化計画の内容は、主に中小企業・小
規模企業向けの防災・減災の事前対策計画である。
BCPは特定の書式は無いが、事業継続力強化計画
では、BCP策定にも共通する重要な要素は組み込ま
れた様式が用意されている。
さらに、事業継続力強化計画認定制度には、次の

ような経済的なメリットがある。
・日本政策金融公庫による低利融資
・信用保証額の拡大
・防災・減災設備の税制措置
・ものづくり補助金等、助成金の優遇措置
事業継続力強化計画は、中小企業でも取り組みや

すいように考えられた「BCPへの入門編」と位置付け
られる。

主席研究員
間藤 雅夫

はじめに
頻発する地震、洪水等の自然災害や新型コロナウ

イルス感染症による影響は、企業・組織の事業継続に
とって大きな問題となっており、リスク管理や事業継
続計画（以下BCP）の重要性が高まっている。
しかし、帝国データバンクが実施した意識調査（後
掲）によると、スキル・ノウハウ、人材の不足などから、
中小企業のBCP策定率は低く、中小企業にとっては
BCPの内容が複雑でハードルが高いことが窺える。
こうした状況から、国は事業継続力強化計画認定
制度を創設した。また自治体でも最低限の項目に絞り
込んだ「簡易版BCP」作成ツールを提供するなど、中
小企業に対し、万一のリスク発生時に速やかに事業
活動を継続できる計画策定の支援に乗り出している。
本稿では、国の事業継続力強化計画及び埼玉県

が提供するBCP策定ツール（簡易版BCP）を紹介し、
1社でも多くの中小企業が、これらを活用することで
事業継続への意識を高めることを期待したい。

BCPで対策すべきリスクの広がり
BCPの登場は、1970年代でコンピュータシステム
分野の対策が中心だった。日本でBCPが認識された
のは、2001年9月のアメリカ同時多発テロの際、メリ
ルリンチ社がBCPに従って、バックオフィスを活用し
事業の中断を最小限に抑えたことから注目された。
さらに日本でBCPに関心が高まった大きなきっかけ
は、2011年の東日本大震災である。多くの企業が事
業の中断や倒産を余儀なくされ、それ以降、BCPは
地震に焦点を当てて取り組まれていった。その後、
2018年の西日本豪雨、2019年の台風上陸など、異
常気象による水害や大規模停電は企業に大きな被

事業継続力強化計画の策定の5つのSTEP
独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小機構）

が運営する「強靱化支援」ポータルサイトには、事業
継続力強化計画の作成のための様々な支援策、ツー
ルが用意されている。そのうち、「事業継続力強化計
画単独型策定の手引きの解説書」は、事業継続力強
化計画の策定について、5つのSTEPで策定手順を
わかりやすく説明している。
●STEP１　事業継続力強化計画の目的の検討
従業員、顧客、地域等全てのステークホルダーへ

の影響を考えて「何のためにこの取り組みを行うの
か」を明らかにする。
●STEP2　災害等のリスク確認・認識　
まずは、リスクを知るところから始まる。災害が起き
た場合、発生すると想定される事象と自社が抱える脆
弱性、そしてその影響を確認・認識する。
●STEP3　初動対応の検討
災害の被害を最小限に抑えられるかどうかは、初
動対応にかかっている。まず何よりも大切なのは人命
であり、従業員の避難方法、安否確認方法、緊急時の
体制と指揮命令系統を構築する。
●STEP4　ヒト、モノ、カネ、情報への対応
STEP2で検討したリスクに対して、どのような対策

が効果的かを検討する。最初に考えなければいけな
いことは、「自社にとって重要な業務は何か」とそれが
停止するのは「どの様な災害が発生した場合か」であ
る。これが事業継続力強化の最重要ポイントと言える。
●STEP5　平時の推進体制
事業継続力強化計画を本当に実効性のあるものに

するためには、日ごろから繰り返し取り組むことが大事
である。計画策定では、①推進体制の構築、②訓練・
教育の実施、③計画の見直しの3点を平時の取り組
みとして検討する。
同解説書では、5つのSTEPに沿って進めば、決し

て難しくはないとしている。さらに、最終章で事業継続
力強化計画策定にあたり、必ず記載すべきことやミス
しやすい部分を取り上げて説明している。
　

まず、埼玉県が提供するBCP策定簡易
フォーマットをやってみる
BCP策定が進まない中小企業に対して、多くの自
治体がBCP策定に関するガイドラインや簡易型BCP
策定フォーマットを独自に作成・公開している。特徴は、
事業継続力強化計画よりも簡素化された内容で、A3
サイズの用紙1枚に記入または入力するだけであるこ
と（埼玉県のフォーマットは以下の1st stepで紹介）。
事業継続力強化計画の手引きの解説書を見て、策定
に躊躇する中小企業は、まず自治体が提供する簡易
フォーマットに挑戦してほしい。
埼玉県では、令和3年度の「強い経済の構築に向

けた埼玉県戦略会議」において、強い埼玉県経済を
作るための9項目の中に「業務継続計画策定支援」
を明記しており、埼玉県の公式ホームページで、BCP
に関する最新情報を随時更新するとともに、BCPの
作成を目指す中小企業のために、以下のような、企業
の実情に応じた段階的な支援策を提供している。

●まずは自己チェック
現時点で自社が、どれくらいリスクに対して備えが
出来ているのかを知るために、中小企業庁のサイト
（BCP取組状況チェック）で自己チェックをする。

●1st step：BCP作成の簡易フォーマットの作成
このフォーマットは、元 『々彩の国「新しい生活様
式」安心宣言』を作成した企業が、簡単にBCPの策
定ができるように、「彩の国しごと継続計画」として作
られた。フォーマットは下記のとおりA3サイズの用紙1
枚であるが、感染症対策も網羅されており、平時の備
えと災害発生時の対策をコンパクトにまとめることが
出来る。業種別の記載例も掲載してあり、これから
BCPに取り組む企業、BCPに人員を割くことが難しい
中小企業でも始めやすいものとなっている。事業継続
力強化計画の作成がやや面倒と考える企業は、この
フォーマットに取り組み、BCPの全体像や検討すべき
ことを確認することをお勧めしたい。
●2nd step：事業継続力強化計画の策定
事業継続力強化計画は前述の通り、「BCPの入門
編」の位置づけにある。しかし、「事業継続力強化計
画単独型策定の手引きの解説書」などが用意されて
いるものの、計画づくりに不慣れな中小企業は、自社
だけで作成するのは難しいと感じるかもしれない。そ

のような企業に対して、埼玉県では埼玉県産業振興
公社と連携して、BCPアドバイザーを無償で派遣し、
専門家と一緒に策定する支援を行っている。
●3rd step：事業継続計画（BCP）策定
本格的なBCP策定を目指す埼玉県内の中小企業

に対して、埼玉県は埼玉県産業振興公社を通じ、①
BCP導入支援（専門家派遣）、②BCPフォローアップ
支援（既存のBCPの見直し支援）を行っている。
このように埼玉県では、企業のBCP策定の取り組
みレベルによって様々な支援を行っている。自社のみ
での対応が難しい場合は専門家と一緒に策定に取り
組むなど、埼玉県の支援策の活用を考えてはいかが
だろうか。

おわりに
中小企業庁の言を借りれば、「中小企業のBCP」

の真髄は、まずは身の丈にあった実現可能なBCPを
策定し、そして、それに改善を積み重ね、平常時から
突発的な緊急事態への対応力を鍛えていくことで

ある。
BCPは、標準的

なマニュアルどお
りの計画を策定す
れば良いというも
のではなく、各社
の実態にあわせて
より実践的な内容
が望ましい。業種・
規模に関わらず、
それぞれの事業実
態に合わせたオリ
ジナルなBCPを、
経営者自らが率先
し、従業員等と一
丸となって検討・
策定し、実践する
ことが大事である。

害を及ぼすようになり、BCPの対象は地震だけでなく、
水害などの自然災害にも目が向けられた。2015年1
月に報告された1980年から2014年までの世界の自
然災害で最も経済損失が大きかったのは、東日本大
震災でその被害額は2兆1,000億ドル（被災時レート
換算）に上る。また、1985年から2015年の被害総額
を2014年の人口で割った額を各国別に算出すると、
日本は3,385ドル、１ドル＝140円で換算すると1人当
たり47万円となり、自然災害の経済への影響の大き
さがわかる。
そして今、新型コロナウイルス感染症の拡大に対す

るリスクに直面している。感染症対策のBCPは、自然
災害対策とは違い、社屋や設備機器などへの直接的
な被害は想定されないが、時短営業や休業要請、テレ
ワークなど勤務体制の変更、加えて従業者や来訪者
への感染予防対策など、感染拡大に伴う社会全体の
要請への対応が必要となる。2020年以降、こうした
感染症に対するBCPの重要性が高まっている。

進まない中小企業のBCP策定
BCPは、企業にとって必要な災害対策であるが、中
小企業のBCP策定率はまだまだ低い。

中小企業は、
今こそＢＣＰの策定を

●BCP策定率の推移

資料：㈱帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査2022年」

●各国の1人当たりの自然災害被害額（1985-2015年合算値）

資料：中小企業基盤整備機構「事業継続力強化企画単独型策定の手引きの解説書」

(ドル/人)

イ
ン
ド

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

韓
国

中
国

ト
ル
コ

イ
ギ
リ
ス

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

タ
イ

ス
イ
ス

ア
メ
リ
カ

日
本

ニュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

61113242302333345580625674692
1,004

2,336

3,385

5,912

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

●事業継続計画（BCP）を策定しない理由（中小企業）

資料：㈱帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査2022年」
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㈱帝国データバンクが実施した「事業継続計画
（BCP）に対する企業の意識調査（2022）」によれば、
企業がBCPを策定している割合は、大企業が33.7％
（前年比1.7ポイント増）、中小企業が14.7％（同横ば
い）。大企業のBCP策定率は年々上昇しているが、中
小企業のそれは低位にとどまっていることが分かる。
また、同調査において、中小企業がBCPを策定して
いない理由を見ると、「策定に必要なスキル・ノウハウ
がない」が42.4％と最も高かった。次いで「策定する
人材を確保できない」（30.4％）、「書類作りで終わっ
てしまい、実践的に使える計画にすることが難しい」
（25.5％）となっており、中小企業にとってBCPの敷居
の高さが窺える。

さらに、人材を確保できない、時間を確保できない
に加え、2割以上の中小企業が「必要性を感じない」と
回答し、BCPに対する優先度が高くないことが分かる。
しかし、大企業に比べて人員・資金力に余裕のない

中小企業だからこそ、平時からの備えが重要であり、
有事の際に早急に復旧できるよう、最低限の準備が
必要不可欠である。また、近年はサプライチェーン全
体で災害への備えを充実させることが求められており、
中小企業にとってBCPの策定は、単なる災害対策に
とどまらず、経営戦略上でもその重要性を増している。

「事業継続力強化計画認定制度」とは
BCPは、災害やリスクに直面した際に、速やかに事
業継続を図るために必要な計画であるが、中小企業
にとって、その策定はハードルが高く、なかなか普及し
ていない。
そこで、経済産業省と中小企業庁は、中小企業の

自然災害等に対する事前対策（防災・減災対策）を促
進するため、「中小企業の事業活動の継続に資する
ための中小企業等経営強化法等の一部を改正する
法律（中小企業強靱化法）」を2019年7月16日より
施行した。この、中小企業強靱化法において、防災・
減災に取り組む中小企業がその取組内容を取りまと
めた計画（以下、事業継続力強化計画）を国が認定す
る制度を創設した。この新しい認定制度は、中小企業
が指定様式を使って直接国に申請し、経済産業大臣
が直接認定するスキームになっている。
事業継続力強化計画の内容は、主に中小企業・小
規模企業向けの防災・減災の事前対策計画である。
BCPは特定の書式は無いが、事業継続力強化計画
では、BCP策定にも共通する重要な要素は組み込ま
れた様式が用意されている。
さらに、事業継続力強化計画認定制度には、次の

ような経済的なメリットがある。
・日本政策金融公庫による低利融資
・信用保証額の拡大
・防災・減災設備の税制措置
・ものづくり補助金等、助成金の優遇措置
事業継続力強化計画は、中小企業でも取り組みや

すいように考えられた「BCPへの入門編」と位置付け
られる。

はじめに
頻発する地震、洪水等の自然災害や新型コロナウ

イルス感染症による影響は、企業・組織の事業継続に
とって大きな問題となっており、リスク管理や事業継
続計画（以下BCP）の重要性が高まっている。
しかし、帝国データバンクが実施した意識調査（後
掲）によると、スキル・ノウハウ、人材の不足などから、
中小企業のBCP策定率は低く、中小企業にとっては
BCPの内容が複雑でハードルが高いことが窺える。
こうした状況から、国は事業継続力強化計画認定
制度を創設した。また自治体でも最低限の項目に絞り
込んだ「簡易版BCP」作成ツールを提供するなど、中
小企業に対し、万一のリスク発生時に速やかに事業
活動を継続できる計画策定の支援に乗り出している。
本稿では、国の事業継続力強化計画及び埼玉県

が提供するBCP策定ツール（簡易版BCP）を紹介し、
1社でも多くの中小企業が、これらを活用することで
事業継続への意識を高めることを期待したい。

BCPで対策すべきリスクの広がり
BCPの登場は、1970年代でコンピュータシステム
分野の対策が中心だった。日本でBCPが認識された
のは、2001年9月のアメリカ同時多発テロの際、メリ
ルリンチ社がBCPに従って、バックオフィスを活用し
事業の中断を最小限に抑えたことから注目された。
さらに日本でBCPに関心が高まった大きなきっかけ
は、2011年の東日本大震災である。多くの企業が事
業の中断や倒産を余儀なくされ、それ以降、BCPは
地震に焦点を当てて取り組まれていった。その後、
2018年の西日本豪雨、2019年の台風上陸など、異
常気象による水害や大規模停電は企業に大きな被

事業継続力強化計画の策定の5つのSTEP
独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小機構）

が運営する「強靱化支援」ポータルサイトには、事業
継続力強化計画の作成のための様々な支援策、ツー
ルが用意されている。そのうち、「事業継続力強化計
画単独型策定の手引きの解説書」は、事業継続力強
化計画の策定について、5つのSTEPで策定手順を
わかりやすく説明している。
●STEP１　事業継続力強化計画の目的の検討
従業員、顧客、地域等全てのステークホルダーへ

の影響を考えて「何のためにこの取り組みを行うの
か」を明らかにする。
●STEP2　災害等のリスク確認・認識　
まずは、リスクを知るところから始まる。災害が起き
た場合、発生すると想定される事象と自社が抱える脆
弱性、そしてその影響を確認・認識する。
●STEP3　初動対応の検討
災害の被害を最小限に抑えられるかどうかは、初
動対応にかかっている。まず何よりも大切なのは人命
であり、従業員の避難方法、安否確認方法、緊急時の
体制と指揮命令系統を構築する。
●STEP4　ヒト、モノ、カネ、情報への対応
STEP2で検討したリスクに対して、どのような対策

が効果的かを検討する。最初に考えなければいけな
いことは、「自社にとって重要な業務は何か」とそれが
停止するのは「どの様な災害が発生した場合か」であ
る。これが事業継続力強化の最重要ポイントと言える。
●STEP5　平時の推進体制
事業継続力強化計画を本当に実効性のあるものに

するためには、日ごろから繰り返し取り組むことが大事
である。計画策定では、①推進体制の構築、②訓練・
教育の実施、③計画の見直しの3点を平時の取り組
みとして検討する。
同解説書では、5つのSTEPに沿って進めば、決し

て難しくはないとしている。さらに、最終章で事業継続
力強化計画策定にあたり、必ず記載すべきことやミス
しやすい部分を取り上げて説明している。
　

まず、埼玉県が提供するBCP策定簡易
フォーマットをやってみる
BCP策定が進まない中小企業に対して、多くの自
治体がBCP策定に関するガイドラインや簡易型BCP
策定フォーマットを独自に作成・公開している。特徴は、
事業継続力強化計画よりも簡素化された内容で、A3
サイズの用紙1枚に記入または入力するだけであるこ
と（埼玉県のフォーマットは以下の1st stepで紹介）。
事業継続力強化計画の手引きの解説書を見て、策定
に躊躇する中小企業は、まず自治体が提供する簡易
フォーマットに挑戦してほしい。
埼玉県では、令和3年度の「強い経済の構築に向

けた埼玉県戦略会議」において、強い埼玉県経済を
作るための9項目の中に「業務継続計画策定支援」
を明記しており、埼玉県の公式ホームページで、BCP
に関する最新情報を随時更新するとともに、BCPの
作成を目指す中小企業のために、以下のような、企業
の実情に応じた段階的な支援策を提供している。

●まずは自己チェック
現時点で自社が、どれくらいリスクに対して備えが
出来ているのかを知るために、中小企業庁のサイト
（BCP取組状況チェック）で自己チェックをする。

●1st step：BCP作成の簡易フォーマットの作成
このフォーマットは、元 『々彩の国「新しい生活様
式」安心宣言』を作成した企業が、簡単にBCPの策
定ができるように、「彩の国しごと継続計画」として作
られた。フォーマットは下記のとおりA3サイズの用紙1
枚であるが、感染症対策も網羅されており、平時の備
えと災害発生時の対策をコンパクトにまとめることが
出来る。業種別の記載例も掲載してあり、これから
BCPに取り組む企業、BCPに人員を割くことが難しい
中小企業でも始めやすいものとなっている。事業継続
力強化計画の作成がやや面倒と考える企業は、この
フォーマットに取り組み、BCPの全体像や検討すべき
ことを確認することをお勧めしたい。
●2nd step：事業継続力強化計画の策定
事業継続力強化計画は前述の通り、「BCPの入門
編」の位置づけにある。しかし、「事業継続力強化計
画単独型策定の手引きの解説書」などが用意されて
いるものの、計画づくりに不慣れな中小企業は、自社
だけで作成するのは難しいと感じるかもしれない。そ

のような企業に対して、埼玉県では埼玉県産業振興
公社と連携して、BCPアドバイザーを無償で派遣し、
専門家と一緒に策定する支援を行っている。
●3rd step：事業継続計画（BCP）策定
本格的なBCP策定を目指す埼玉県内の中小企業

に対して、埼玉県は埼玉県産業振興公社を通じ、①
BCP導入支援（専門家派遣）、②BCPフォローアップ
支援（既存のBCPの見直し支援）を行っている。
このように埼玉県では、企業のBCP策定の取り組
みレベルによって様々な支援を行っている。自社のみ
での対応が難しい場合は専門家と一緒に策定に取り
組むなど、埼玉県の支援策の活用を考えてはいかが
だろうか。

おわりに
中小企業庁の言を借りれば、「中小企業のBCP」

の真髄は、まずは身の丈にあった実現可能なBCPを
策定し、そして、それに改善を積み重ね、平常時から
突発的な緊急事態への対応力を鍛えていくことで

ある。
BCPは、標準的

なマニュアルどお
りの計画を策定す
れば良いというも
のではなく、各社
の実態にあわせて
より実践的な内容
が望ましい。業種・
規模に関わらず、
それぞれの事業実
態に合わせたオリ
ジナルなBCPを、
経営者自らが率先
し、従業員等と一
丸となって検討・
策定し、実践する
ことが大事である。

害を及ぼすようになり、BCPの対象は地震だけでなく、
水害などの自然災害にも目が向けられた。2015年1
月に報告された1980年から2014年までの世界の自
然災害で最も経済損失が大きかったのは、東日本大
震災でその被害額は2兆1,000億ドル（被災時レート
換算）に上る。また、1985年から2015年の被害総額
を2014年の人口で割った額を各国別に算出すると、
日本は3,385ドル、１ドル＝140円で換算すると1人当
たり47万円となり、自然災害の経済への影響の大き
さがわかる。
そして今、新型コロナウイルス感染症の拡大に対す

るリスクに直面している。感染症対策のBCPは、自然
災害対策とは違い、社屋や設備機器などへの直接的
な被害は想定されないが、時短営業や休業要請、テレ
ワークなど勤務体制の変更、加えて従業者や来訪者
への感染予防対策など、感染拡大に伴う社会全体の
要請への対応が必要となる。2020年以降、こうした
感染症に対するBCPの重要性が高まっている。

進まない中小企業のBCP策定
BCPは、企業にとって必要な災害対策であるが、中
小企業のBCP策定率はまだまだ低い。

●埼玉県のBCP支援の流れ

●埼玉県が提供するBCP作成フォーマットまずは、中小企業庁のサイトで自己チェック
・現時点で、どのくらいリスクに備えが出来ているのかを知る

【1st step】簡易なBCP作成フォーマットに記入してみる

【2nd step】事業継続力強化計画認定制度にチャレンジしてみる

・埼玉県のホームページにある簡易なBCP作成フォーマットを作成する
・業種別の記入例もあり、初めてBCPを策定する企業にとって取り組み
やすい内容

・事業継続力強化計画は、BCPの入門編に位置づけられる計画
・事業継続力強化計画認定制度とは、中小企業が策定した当該計画を
経済産業大臣が認定
・埼玉県ではBCPアドバイザーを無償で派遣し、事業継続力強化計画
の策定を支援

【3rd step】事業継続計画（BCP）策定支援（専門家派遣）
・本格的にBCP導入を希望する中小企業に対し、専門家を派遣して策
定を支援
・災害想定等BCP計画の見直しを希望する中小企業に対し、専門家を
派遣して見直しを支援

資料：埼玉県ホームページより作成
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㈱帝国データバンクが実施した「事業継続計画
（BCP）に対する企業の意識調査（2022）」によれば、
企業がBCPを策定している割合は、大企業が33.7％
（前年比1.7ポイント増）、中小企業が14.7％（同横ば
い）。大企業のBCP策定率は年々上昇しているが、中
小企業のそれは低位にとどまっていることが分かる。
また、同調査において、中小企業がBCPを策定して
いない理由を見ると、「策定に必要なスキル・ノウハウ
がない」が42.4％と最も高かった。次いで「策定する
人材を確保できない」（30.4％）、「書類作りで終わっ
てしまい、実践的に使える計画にすることが難しい」
（25.5％）となっており、中小企業にとってBCPの敷居
の高さが窺える。

さらに、人材を確保できない、時間を確保できない
に加え、2割以上の中小企業が「必要性を感じない」と
回答し、BCPに対する優先度が高くないことが分かる。
しかし、大企業に比べて人員・資金力に余裕のない

中小企業だからこそ、平時からの備えが重要であり、
有事の際に早急に復旧できるよう、最低限の準備が
必要不可欠である。また、近年はサプライチェーン全
体で災害への備えを充実させることが求められており、
中小企業にとってBCPの策定は、単なる災害対策に
とどまらず、経営戦略上でもその重要性を増している。

「事業継続力強化計画認定制度」とは
BCPは、災害やリスクに直面した際に、速やかに事
業継続を図るために必要な計画であるが、中小企業
にとって、その策定はハードルが高く、なかなか普及し
ていない。
そこで、経済産業省と中小企業庁は、中小企業の

自然災害等に対する事前対策（防災・減災対策）を促
進するため、「中小企業の事業活動の継続に資する
ための中小企業等経営強化法等の一部を改正する
法律（中小企業強靱化法）」を2019年7月16日より
施行した。この、中小企業強靱化法において、防災・
減災に取り組む中小企業がその取組内容を取りまと
めた計画（以下、事業継続力強化計画）を国が認定す
る制度を創設した。この新しい認定制度は、中小企業
が指定様式を使って直接国に申請し、経済産業大臣
が直接認定するスキームになっている。
事業継続力強化計画の内容は、主に中小企業・小
規模企業向けの防災・減災の事前対策計画である。
BCPは特定の書式は無いが、事業継続力強化計画
では、BCP策定にも共通する重要な要素は組み込ま
れた様式が用意されている。
さらに、事業継続力強化計画認定制度には、次の

ような経済的なメリットがある。
・日本政策金融公庫による低利融資
・信用保証額の拡大
・防災・減災設備の税制措置
・ものづくり補助金等、助成金の優遇措置
事業継続力強化計画は、中小企業でも取り組みや

すいように考えられた「BCPへの入門編」と位置付け
られる。

はじめに
頻発する地震、洪水等の自然災害や新型コロナウ

イルス感染症による影響は、企業・組織の事業継続に
とって大きな問題となっており、リスク管理や事業継
続計画（以下BCP）の重要性が高まっている。
しかし、帝国データバンクが実施した意識調査（後
掲）によると、スキル・ノウハウ、人材の不足などから、
中小企業のBCP策定率は低く、中小企業にとっては
BCPの内容が複雑でハードルが高いことが窺える。
こうした状況から、国は事業継続力強化計画認定
制度を創設した。また自治体でも最低限の項目に絞り
込んだ「簡易版BCP」作成ツールを提供するなど、中
小企業に対し、万一のリスク発生時に速やかに事業
活動を継続できる計画策定の支援に乗り出している。
本稿では、国の事業継続力強化計画及び埼玉県

が提供するBCP策定ツール（簡易版BCP）を紹介し、
1社でも多くの中小企業が、これらを活用することで
事業継続への意識を高めることを期待したい。

BCPで対策すべきリスクの広がり
BCPの登場は、1970年代でコンピュータシステム
分野の対策が中心だった。日本でBCPが認識された
のは、2001年9月のアメリカ同時多発テロの際、メリ
ルリンチ社がBCPに従って、バックオフィスを活用し
事業の中断を最小限に抑えたことから注目された。
さらに日本でBCPに関心が高まった大きなきっかけ
は、2011年の東日本大震災である。多くの企業が事
業の中断や倒産を余儀なくされ、それ以降、BCPは
地震に焦点を当てて取り組まれていった。その後、
2018年の西日本豪雨、2019年の台風上陸など、異
常気象による水害や大規模停電は企業に大きな被

事業継続力強化計画の策定の5つのSTEP
独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小機構）

が運営する「強靱化支援」ポータルサイトには、事業
継続力強化計画の作成のための様々な支援策、ツー
ルが用意されている。そのうち、「事業継続力強化計
画単独型策定の手引きの解説書」は、事業継続力強
化計画の策定について、5つのSTEPで策定手順を
わかりやすく説明している。
●STEP１　事業継続力強化計画の目的の検討
従業員、顧客、地域等全てのステークホルダーへ

の影響を考えて「何のためにこの取り組みを行うの
か」を明らかにする。
●STEP2　災害等のリスク確認・認識　
まずは、リスクを知るところから始まる。災害が起き
た場合、発生すると想定される事象と自社が抱える脆
弱性、そしてその影響を確認・認識する。
●STEP3　初動対応の検討
災害の被害を最小限に抑えられるかどうかは、初
動対応にかかっている。まず何よりも大切なのは人命
であり、従業員の避難方法、安否確認方法、緊急時の
体制と指揮命令系統を構築する。
●STEP4　ヒト、モノ、カネ、情報への対応
STEP2で検討したリスクに対して、どのような対策

が効果的かを検討する。最初に考えなければいけな
いことは、「自社にとって重要な業務は何か」とそれが
停止するのは「どの様な災害が発生した場合か」であ
る。これが事業継続力強化の最重要ポイントと言える。
●STEP5　平時の推進体制
事業継続力強化計画を本当に実効性のあるものに

するためには、日ごろから繰り返し取り組むことが大事
である。計画策定では、①推進体制の構築、②訓練・
教育の実施、③計画の見直しの3点を平時の取り組
みとして検討する。
同解説書では、5つのSTEPに沿って進めば、決し

て難しくはないとしている。さらに、最終章で事業継続
力強化計画策定にあたり、必ず記載すべきことやミス
しやすい部分を取り上げて説明している。
　

まず、埼玉県が提供するBCP策定簡易
フォーマットをやってみる
BCP策定が進まない中小企業に対して、多くの自
治体がBCP策定に関するガイドラインや簡易型BCP
策定フォーマットを独自に作成・公開している。特徴は、
事業継続力強化計画よりも簡素化された内容で、A3
サイズの用紙1枚に記入または入力するだけであるこ
と（埼玉県のフォーマットは以下の1st stepで紹介）。
事業継続力強化計画の手引きの解説書を見て、策定
に躊躇する中小企業は、まず自治体が提供する簡易
フォーマットに挑戦してほしい。
埼玉県では、令和3年度の「強い経済の構築に向

けた埼玉県戦略会議」において、強い埼玉県経済を
作るための9項目の中に「業務継続計画策定支援」
を明記しており、埼玉県の公式ホームページで、BCP
に関する最新情報を随時更新するとともに、BCPの
作成を目指す中小企業のために、以下のような、企業
の実情に応じた段階的な支援策を提供している。

●まずは自己チェック
現時点で自社が、どれくらいリスクに対して備えが
出来ているのかを知るために、中小企業庁のサイト
（BCP取組状況チェック）で自己チェックをする。

●1st step：BCP作成の簡易フォーマットの作成
このフォーマットは、元 『々彩の国「新しい生活様
式」安心宣言』を作成した企業が、簡単にBCPの策
定ができるように、「彩の国しごと継続計画」として作
られた。フォーマットは下記のとおりA3サイズの用紙1
枚であるが、感染症対策も網羅されており、平時の備
えと災害発生時の対策をコンパクトにまとめることが
出来る。業種別の記載例も掲載してあり、これから
BCPに取り組む企業、BCPに人員を割くことが難しい
中小企業でも始めやすいものとなっている。事業継続
力強化計画の作成がやや面倒と考える企業は、この
フォーマットに取り組み、BCPの全体像や検討すべき
ことを確認することをお勧めしたい。
●2nd step：事業継続力強化計画の策定
事業継続力強化計画は前述の通り、「BCPの入門
編」の位置づけにある。しかし、「事業継続力強化計
画単独型策定の手引きの解説書」などが用意されて
いるものの、計画づくりに不慣れな中小企業は、自社
だけで作成するのは難しいと感じるかもしれない。そ

のような企業に対して、埼玉県では埼玉県産業振興
公社と連携して、BCPアドバイザーを無償で派遣し、
専門家と一緒に策定する支援を行っている。
●3rd step：事業継続計画（BCP）策定
本格的なBCP策定を目指す埼玉県内の中小企業

に対して、埼玉県は埼玉県産業振興公社を通じ、①
BCP導入支援（専門家派遣）、②BCPフォローアップ
支援（既存のBCPの見直し支援）を行っている。
このように埼玉県では、企業のBCP策定の取り組
みレベルによって様々な支援を行っている。自社のみ
での対応が難しい場合は専門家と一緒に策定に取り
組むなど、埼玉県の支援策の活用を考えてはいかが
だろうか。

おわりに
中小企業庁の言を借りれば、「中小企業のBCP」

の真髄は、まずは身の丈にあった実現可能なBCPを
策定し、そして、それに改善を積み重ね、平常時から
突発的な緊急事態への対応力を鍛えていくことで

ある。
BCPは、標準的

なマニュアルどお
りの計画を策定す
れば良いというも
のではなく、各社
の実態にあわせて
より実践的な内容
が望ましい。業種・
規模に関わらず、
それぞれの事業実
態に合わせたオリ
ジナルなBCPを、
経営者自らが率先
し、従業員等と一
丸となって検討・
策定し、実践する
ことが大事である。

害を及ぼすようになり、BCPの対象は地震だけでなく、
水害などの自然災害にも目が向けられた。2015年1
月に報告された1980年から2014年までの世界の自
然災害で最も経済損失が大きかったのは、東日本大
震災でその被害額は2兆1,000億ドル（被災時レート
換算）に上る。また、1985年から2015年の被害総額
を2014年の人口で割った額を各国別に算出すると、
日本は3,385ドル、１ドル＝140円で換算すると1人当
たり47万円となり、自然災害の経済への影響の大き
さがわかる。
そして今、新型コロナウイルス感染症の拡大に対す

るリスクに直面している。感染症対策のBCPは、自然
災害対策とは違い、社屋や設備機器などへの直接的
な被害は想定されないが、時短営業や休業要請、テレ
ワークなど勤務体制の変更、加えて従業者や来訪者
への感染予防対策など、感染拡大に伴う社会全体の
要請への対応が必要となる。2020年以降、こうした
感染症に対するBCPの重要性が高まっている。

進まない中小企業のBCP策定
BCPは、企業にとって必要な災害対策であるが、中
小企業のBCP策定率はまだまだ低い。

●埼玉県のBCP支援の流れ

●埼玉県が提供するBCP作成フォーマットまずは、中小企業庁のサイトで自己チェック
・現時点で、どのくらいリスクに備えが出来ているのかを知る

【1st step】簡易なBCP作成フォーマットに記入してみる

【2nd step】事業継続力強化計画認定制度にチャレンジしてみる

・埼玉県のホームページにある簡易なBCP作成フォーマットを作成する
・業種別の記入例もあり、初めてBCPを策定する企業にとって取り組み
やすい内容

・事業継続力強化計画は、BCPの入門編に位置づけられる計画
・事業継続力強化計画認定制度とは、中小企業が策定した当該計画を
経済産業大臣が認定
・埼玉県ではBCPアドバイザーを無償で派遣し、事業継続力強化計画
の策定を支援

【3rd step】事業継続計画（BCP）策定支援（専門家派遣）
・本格的にBCP導入を希望する中小企業に対し、専門家を派遣して策
定を支援
・災害想定等BCP計画の見直しを希望する中小企業に対し、専門家を
派遣して見直しを支援

資料：埼玉県ホームページより作成
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